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記者会見要旨 

 

日 時：平成 30 年４月 18 日（水）午後２時 30 分～午後３時 

場 所：東京証券会館９階 第１・２会議室 

出 席 者：鈴木会長、森本副会長、岳野副会長・専務理事 

 

 冒頭、森本副会長から自主規制会議等の審議事項の概要について、

岳野副会長・専務理事から証券戦略会議等の状況について、説明が行

われた後、大要、次のとおり質疑応答が行われた。 

 

（記者） 

新年度を迎えたという事で、今後のマーケットの見通しについて、

会長の見解を伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

これまで話していたとおり、今年度も為替が大きく影響してくる

と考えている。日銀短観において企業の想定為替レートが 109 円台

であったところを見ると、110 円以上になれば、企業業績が過去最高

利益を更新することになるため、日経平均株価は 24,000 円を超えて

くるのではないか。ただし、為替が想定より下回ってくると、過去最

高利益を更新するのはそう簡単ではないと思う。 

ご承知のとおり、日経平均株価は３月 23 日に 20,600 円台の安値

を付け、為替は 104 円台の円高となったが、同日以降反転している

ことから、相場は底を打ったのではないかと思う。バリュエーション

については PER が日経平均ベースで約 12 倍、TOPIX ベースでは約 13

倍とかなり低い。また、今年に入り外国人投資家が、現物では約２兆

5,000 億円、先物では約５兆 7,000 億円と、トータルで約８兆円を売

り越していたが、４月の第 1 週に 13 週ぶりに現物・先物合わせて買

い越しとなり、外国人投資家の売りは一段落したのではないか。 

また、個人投資家については、相変わらず押し目買い意欲は非常に

強いため、当面はしっかりとした動きなのではないか。 

いずれにせよ、為替が企業業績を大きく左右する可能性があるの

で、今後のマーケットについても為替が大きく影響するのではない

かと思っている。 
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（記者） 

４月６日にマネックスグループが仮想通貨交換業者であるコイン

チェックの買収を発表したが、仮想通貨業界に証券会社が参入する

動きについて、会長の見解を伺いたい。また、２月の会見でまだ仮想

通貨業界は黎明期だとの指摘があったが、改めて仮想通貨業界に対

する会長の見解を伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

 マネックスグループによるコインチェックの買収は、個社の経営

戦略であるので、我々がコメントできる立場にはないが、いずれにし

ても、コインチェックもマネックスグループの傘下に入り、社内体制

を整え、しっかりとした会社として業務を再開することを強く期待

しているところである。 

仮想通貨に関しては、現状のところ価格の大きな下落やマネー・ロ

ンダリングなどの懸念があり、今後様々な規制がかかることは仕方

のないことではあるが、過度な規制をしてしまうと、せっかくブロッ

クチェーンのような基幹技術や新規ビジネスの芽を摘んでしまうこ

とになりかねないので、そういうところはよく考えていただかなけ

ればならない。 

証券界としても、このような仮想通貨の技術は、将来関わってくる

可能性が十分あると個人的には思っており、全く関係ないとは思っ

ていない。いずれ関係が一段濃くなる可能性が十分あるため、我々は

そういう意味では仮想通貨の交換業務について、非常に注視してい

るところである。 

 

（記者） 

日本証券業協会として何か仮想通貨の勉強を始めているのか。 

 

（鈴木会長） 

 ご承知のとおり仮想通貨業界において自主規制団体を作るという

ことになっており、自主規制機能に関して当協会は一番進んでいる

と思うので、新設する自主規制団体にある程度ノウハウを教えると

いうのは我々が行ってもいいし、行うべき仕事だろうと思う。また、
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金融庁にて開催されている「仮想通貨交換業等に関する研究会」にお

いても、当協会はオブザーバーとして参加しており、ノウハウを伝え

ていくというのはあり得ることだと思っている。ただ、当協会におい

て具体的に何か仮想通貨の研究をしているということは現時点では

ない。 

 

（記者） 

先ほどの質問と関連するが、日本証券業協会の会員である証券会

社が仮想通貨交換業を行った場合は、証券業ではないので、日本証券

業協会の自主規制のルールや監査の対象外となるという理解でいい

か。  

 

（鈴木会長） 

今のところ、そうである。仮想通貨交換業の部分が当協会の自主規

制の対象となることはない。 

 

（記者） 

冒頭の岳野副会長の口頭による説明で、２月末時点における「つみ

たて NISA」の口座数が 23 万口座と伺ったが、この数字について会長

の見解を伺いたい。 

 

（鈴木会長） 

「つみたて NISA」の口座数は、「一般 NISA」と比べると少ないも

のの、現時点で「ジュニア NISA」の口座数を超えている。ただし、

買付金額は積立方式であるから少なくなっている。 

「つみたて NISA」は、ドル・コスト平均法の効果により、高いパ

フォーマンスを示す可能性が大きいという良さがあり、その良さが

５～６年後に理解されれば、SNS などの口コミを通じて、爆発的に増

えると思っている。そういう意味では、私はもっとスローなスタート

かと思っていたが、思っていたよりは多くの口座数となったと感じ

ている。 

「つみたて NISA」はできるだけ長く利用するものだと思っている

が、ご承知のように、今年始めた人は投資可能期間が 20 年であるが、

来年から始める人は 19 年となり、20 年目に始める人は、非課税期間
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は 20 年あるものの、40 万円しか投資できないということになる。

我々は「20 年」とずっと言ってきているわけなので、投資可能期間

を伸ばしていくことを強く要望していきたいと思っている。そして、

「つみたて NISA」を国民の資産形成に大きく貢献する制度として根

付かせたいと思っている。 

 

以 上 

 

 


